定例市政記者クラブ・市長懇談会（４月）の結果について
日時：平成２３年４月６日（水）午前１１時～１１時４０分
場所：市役所２階第１委員会室

出席：市政記者クラブ１１社
会見内容

１．話題提供（５項目）

■　３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波が当市にも押し寄せ、釧路川河口部の両岸や港湾地区で浸水被害が発生いたしました。

■　釧路市内の被害は、大町、入舟、錦町、旭町地区などを中心に床上浸水１１１棟、床下浸水１６３棟が発生したほか、港湾区域内でも多数の商業倉庫などが浸水被害を受けており、被害の総額は４月１日現在で４億円以上となっております。

· 市は､津波警報の発表と同時に避難勧告を発令し､防災行政無線などで避難　

　の呼びかけを行うとともに、災害時要援護者に対する避難支援を行ったほか、

３９箇所の津波緊急一時避難施設を開設して避難誘導を行いました。

■　一時避難施設には最大で１,４７４人の方が避難されましたが、市民の皆様の冷静な行動により、釧路市では人的被害の発生はありませんでした。

■　今回の津波災害は、当市の歴史上でも最大の津波被害となり、多くの市民や企業が浸水被害を受けたほか、汚泥の堆積などが市内各所で発生したため、

３月１４日に災害復旧対策本部を設置し、全庁をあげて復興支援に取り組んでまいりました。また、３月２２日の本部解散後も、市民相談窓口を継続し、

市民からの相談に応じております。


■　東日本大震災の被災地では、いまだに不自由な避難生活が続いていると聞いておりますが、当市でも被災地に対する支援物資の提供や人的支援を行ってまいりました。

■　今週からは、これまでの緊急消防援助隊や応急給水支援隊等に加えて、市立病院の医療救護班の派遣も始まりますが、今後も、国や北海道からの派遣要請に対して、出来る限りこたえて行きたいと考えております。

■　また、被災地から避難住民を受け入れる準備も進めており、市営住宅６戸ほか、民間事業者の協力による家賃無償の住宅２００戸あまりを確保し、受入れを進めております。

■　避難住民の受入れをスムーズに行うため、４月１日に､庁内横断組織として「被災者受入れ・支援本部」を設置いたしました。


■　東日本大震災については、海外においても連日大きく報道でとりあげられていることから、様々なお見舞いのメッセージをいただいております。
■　まず、姉妹都市としては、カナダ・バーナビー市及びロシア・ホルムスク市、姉妹港としてアメリカのニューオリンズ及びスワード、姉妹湿地関係都市のオーストラリアのポートスティーブンス市からメッセージや書簡が届いています。

■　特に、ポートスティーブンスの市民団体である「ポートスティーブンス姉妹都市委員会」からは、千オーストラリアドル（約７万８千円）を寄付したいというお申し出を４月１日にいただきました。

■　この団体は市民レベルの交流をすすめるため 数年に一度釧路を訪れており、２００８年には私もティンダル会長を団長とする訪問団のみなさんをお迎えしています。

■　姉妹湿地提携には、道東の６つの自治体が係わっていることから、「日本赤十字社北海道支部　釧路市地区」を寄付金の受け皿とし、先方団体が希望している被災地の人道支援の分野で、活用させていただきたいと考えております。

■　さらに、釧路市で受入れたＪＩＣＡの研修事業や国際会議の参加者からも寄せられております。
■　メッセージのひとつひとつに、犠牲者・被災者はじめすべての日本人へのいたわりの心がこもっており、深い感銘を覚えます。釧路市においては、人的被害がなかったことから、悲しみの中にも安堵したという内容も多くありました。

■　海外においてこれほど多くの方々が、釧路市のことを心配し、応援してくれていると知り、感謝の気持ちで一杯です。様々なレベルによる地道な交流の積み重ねの重みを感じた次弟です。

· 
■　今年度から、新たに創設いたします「元気な釧路創造交付金」につきまして、来月、５月２日から５月３１日までの間で、事業の提案募集を行なうことといたしました。

■　本交付金制度につきましては、市民団体や民間事業者の皆様から、地域の課題解決や地域の活性化につながる公益的・公共的な事業を市役所と協働・連携して取り組むことを前提として、予算額５００万円の範囲内で、支援をしていくものであります。

■　また、事業提案は、市役所の各部各課からも受けることとしておりまして、これから庁内においても検討されていくこととなります。

■　提案を受けた事業につきましては、審査会による書類審査と提案者からのプレゼンテーションによる審査を経て、対象事業を決定し、事業を実施していただく予定としております。

■　現在、交付金の要綱や各種手続の詳細を固める最終段階に入っており、準備が整い次第、市のホームページ等で周知してまいりたいと考えております。

■　なお、広報くしろ５月号及び 市のホームページ等で 事業提案の公募を行う予定としており、より釧路が元気になれる取組について、多くの市民団体や民間事業者の方から ご提案いただければと考えておりますので、よろしくお願いいたします。


■　人気コミック「僕等がいた」の映画化が決定し、釧路市・厚岸町などで撮　
　影されることとなりました。
· 　平成２０年の「非誠勿擾（フェイ・チェン・ウー・ラオ）」、昨年の「ハナミズキ」に続いて映画の舞台として、釧路地域の雄大な自然景観等が全国に向け発信されることは、大変うれしく喜ばしいことと思っております。
· 　また「僕等がいた」は、釧路市在住の小畑友紀さんの作品であり、釧路市が主たる舞台となっておりますので、一層の喜びとなっております。
■　昨年７月３１日から９月５日まで、ＪＲ釧路駅で開催されました「僕等がいた 小畑友紀原画展」にも足を運びましたが、全国からの大勢のファンで会場も賑わっており、あらためて作品の人気の高さを感じたところです。

■　また、釧路地域での撮影に際して、現在、エキストラの募集も行なっておりますので、多くの市民の皆様のご協力をいただきますようお願いいたします。
■　素晴らしい映画となりますように、地域といたしましても最大限の協力を行ってまいりたいと思っております。
【質疑要旨】
（質問）
・　東日本大震災の被災者受け入れの件で、現在の状況をお伺いしたいと思います。
（市長）
・　既に１世帯がユタカコーポレーションの借上げ住宅に入居しています。また、近々市で斡旋した道営住宅を含め、３世帯が被災者用住宅に入居予定です。
この他に１０件程度の問い合わせがありますので、更に受け入れ世帯が増えるものと考えています。現在、受け入れ態勢が整っている住宅は、市営住宅で６戸、太平洋興発の物件で２８戸、これは最大１８８戸の受け入れが可能ですが、４月２０日に入居できる数が２８戸です。ユタカコーポレーションは５０戸、これは最大７０戸まで拡大する予定です。入居期間はユタカコーポレーションが３ヶ月、太平洋興発が１年とそれぞれ違うため単純には合計数を出せませんが、現時点では合計８４戸に入居可能となっています。
（質問）

・　東日本大震災では市内でも４億円以上の被害が出たというお話でしたが、具体的な内訳をお聞きしたいと思います。

（市長）

・　最も大きな額はＭＯＯで約３億円、そのほかに港湾関係等の被害で約１億円となっています。
（質問）

・　今回の震災で地域防災計画の見直しは考えているのでしょうか。また、地域防災計画を見直したいということでしたが、現在、具体的なスケジュールは決まっているのでしょうか。
（市長）

・　当然考えていかなくてはならないものと思っています。避難所における電気の確保が重要になると思いますが、ＭＯＯは今回、津波による浸水で電気設備が被害を受けました。市役所も避難施設になっていますが、災害があったときにどうやって電気を確保できるかが、大きな課題になってきます。
今後ですが、今月中にも各部が集まって会合を開き、課題を整理し、更には外部の機関からのご意見もいただきながら、早ければ夏までには新たな地域防災計画の見直し作業を開始したいと思います。

（質問）

・　災害があったときに、釧路は避難率が高くないということを言われていますが、どう感じているのでしょうか。

（市長）

・　津波緊急一時避難施設３９箇所に、当初避難したのは約８００人です。その後津波の情報を見聞きする中で最終的には約１，５００人まで増えましたので、ニュースで流れる映像等が多くの方々に避難するきっかけを作ったものと思っています。市民には災害に対する危険意識が植え付けられたと思いますが、災害があった場合には避難勧告でスムーズに移動させ、素早く安全を確保できる体制を目標に考えていきたいと思います。

（質問）

・　福島原発の事故の影響で、放射能に汚染された水が海に流れている状態です。国や東京電力は低レベルの汚染といいますが、漁業にも影響があると思います。この事態をどう感じているのでしょうか。
（市長）

・　国や東京電力には、正確で分かりやすい情報を提供していただきたいということを一番に思います。直ちに人体に影響が無い等の報道が繰り返されますが、表現があいまいでよく分かりません。
　　また、この問題に国や東京電力は早期に対応していただきたいと思います。汚染水が流れている現状の対応には国をあげて対応してもらわないと次に進んでいかないと思います。
（質問）

・　３月下旬に第２回会合が行われた、石炭産業と釧路地域の振興に関する懇談会について質問します。国の関係者から釧路コールマインの合理化や市の財政負担を求める厳しい指摘がありましたが、同会が４月下旬にまとめる報告書ではどういうお考えを示す予定でしょうか。また、福島原発の事故を受けて、国のエネルギー政策に市長自身が求めるものがあるかをお聞きしたいと思います。

（市長）

・　私どもとしては、炭鉱技術を海外産炭国へ移転し、国内の石炭の安定供給にも貢献している石炭高度化事業を継続、発展させ、平成２４年度以降も進めていきたい思いがあります。釧路コールマインが持つ採炭技術、保安技術を海外に提供することにより、生産性も向上され、日本にとってのエネルギー政策上も重要になってくると思っていますし、報告書には、この事業を構築するため市として今までどういった形を進めてきたのか、そして今後どんな形を進めていくのかを盛り込むような形にしたいと思います。
地元負担については、本来、国が事業をする際に提示するものです。今回は、事業自体をやるかどうかの決定がまず大事になると思っています。
１．東北地方太平洋沖地震の被災状況と対応について








２．東日本大震災への釧路市の支援について








３．東日本大震災にかかる海外からのお見舞いについて








４．「元気な釧路創造交付金」の提案事業の公募について








５．映画「僕等がいた」釧路ロケについて
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